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人口 

     2016年約13,512,000人 (日本の全人口の10%を超える) 
 

行政区分  

23の特別区, 26の市, 5の町, 8の村 

東京都 



公衆衛生保健システム 
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厚生労働省 

47都道府県 

福祉保健局 

31保健所 

東京都 

122市町村,特別区保健センター 

健康安全研究センター 

（2015年データ, 東京都福祉保健局） 
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（JICA, 日本の公衆衛生の歩み） 4 
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H1N1(2009) 
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感染症法制定の背景 

1. 医学や医療の進歩と衛生水準の向上 
 

2. 行政の公正透明化の要請と人権の尊重 
 

3. 航空機などの大量輸送の発達を通じた 
国際交流の活発化 

→時代の変化に対応した感染症対策が 
必要とされている 
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改定 

感染症法
(2007) 

性病予防法
(1948) 

エイズ予防法 

(1989) 

改定 

結核予防法
(2006) 

改定 

感染症
法(2003) 

感染症法* 

(1999) 

改定 

伝染病 

予防法 

(1994) 

伝染病 

予防法 

(1897) 

前 

結核予防法 

(1919) 

結核予防法
(1951) 

日本の主な感染症関係法令 

改正 

廃止と統合 

(村上一部改編、Sase, et. Al. JMAJ 50(6): 443–455, 2007) 

(1996) 
× らい予防法

(1953) 

*感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

予防接種法(1948) 

BCG

のみ 

検疫法(1951) 

7 



   感染症法前文（抜粋） 

我が国においては、過去にハンセン病、
後天性免疫不全症候群等の感染症の
患者等に対するいわれのない差別や
偏見が存在したという事実を重く受け止
め、これを教訓として今後に生かすこと
が必要である。 
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  感染症法の視点 

1. 患者、感染者の人権の尊重 
隔離中心から必要に応じた入院勧告等に（一類,二類,
指定感染症, 新感染症） 
 

2. 感染症の類型化・類型に応じた対応 
感染力・重篤性等により類型化（一類～四類） 
 

3. 事前対応型行政の体制整備 
感染症発生動向調査体制整備、危機管理体制強化 
 

4. 未知の感染症への対応 
新感染症・指定感染症の類型、対応規定 
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感染症法の改正の経過 
1999 

2003 

2006 

 感染症法の制定 

 海外でのSARS発生等を踏まえ、迅速な対応を強化 

 動物由来感染症への対策を強化（新四類感染症） 

 病原体保持の規制・管理強化 

 SARS：一類→二類  コレラ､細菌性赤痢等：二類→三類 

結核：結核予防法廃止→二類 

2008 
鳥インフルエンザ(H5N1)：指定 → 二類 

「新型インフルエンザ等感染症」の類型を新たに規定 

2014 鳥インフルエンザ（H7N9）、中東呼吸器症候群を二類に 

感染症に関する情報収集体制の強化 
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章 条・項 内容 

前文 

1 1-8 総則 

2 9-11 基本指針等  

3 12-16.2 感染症に関する情報の収集及び公表  

4 16.3-26.2 健康診断、就業制限及び入院 

5 26.3-36 消毒その他の措置  

6 37-44.1 医療 

7 44.2-44.5 新型インフルエンザ等感染症  

8 44.6-53.1 新感染症 

9 53.2-15 結核 

10 54-56.2 感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する措置 

11 56.3-56.38 特定病原体等 

12 57-63 費用負担 

13 63.2-66 雑則 

14 67-81 罰則 

附則 

現行の感染症法の構成 
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類 疾患数 考え方 対応・措置 医療体制 

一
類 

7 

・ヒト―ヒト感染。 

・感染力と罹患した場
合の重篤性の高さから
危険性を判断。 

 

一類：極めて高い 

二類：高い 

三類：特定の職業への
就業によって感染症の
集団発生を起こしうる 

入院・消毒・交通制限
等 

第1種感染症指定
医療機関 

一部公費負担 

二
類 

7 

入院・消毒等 第2種感染症指定
医療機関 

結核指定医療機
関 

一部公費負担 

三
類 

5 
特定職種の就業制限・
消毒等 

一般医療機関 

公費負担なし 

四
類 

44 

 

動物・飲食物等を介し
て感染 

動物への措置を含む消
毒等 

五
類 

全数22 

定点26 

東京都独自3 

その他国民の健康に
影響 

国民や医療関係者へ
の情報提供による発
生・拡大の防止 

感染症法の分類と措置 
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類 
疾
患
数 

考え方 対応・措置 
医療体制 

公費負担 

新感染
症 

なし 

・ヒト―ヒト感染する未知の感
染症 

・危険性が極めて高い 

・当初は、厚生労働大臣が
都道府県知事に対応を個別
に指導・助言 

・政令で症状等の要件指定
した後に、一類感染症に準
じた対応 

特定感染症
指定医療機
関 

全額公費負
担 

新型イ
ンフル
エンザ
等 

なし 

・インフルエンザのうち新た
に人から人に伝染する能力
を有することとなったもの 

・再興型インフルエンザ 

・入院・消毒等の措置 

・政令で一類相当の措置も
可能 

・感染したおそれのある者
に対する健康状態報告要請、
外出自粛要請 

特定、第一
種、第二種
感染症指定
医療機関 

一部公費負
担 

指定 なし 
・既知の感染症で一～三類
と同様の危険性があるもの
（政令で指定、1年限定） 

一～三類に準ずる 

感染症法の分類と措置 
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8 

6 6 
6 

20 

2,28 

2,8 

2,18 

4 

2 

特定感染症指定医療機関   第1種感染症指定医療機関     第2種感染症指定医療機関 

東京都感染症指定医療機関 

1, 2 : 病床数 
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（エボラ出血熱対応訓練, 都立墨東病院,  

都立病院だより第41号, 2014年11月） 
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東京都健康安全研究センター 
疫学情報担当（地方感染症情報センター） 

医療機関 

保健所 

国立感染症研究所 
感染症疫学センター 

（中央感染症情報センター） 

全数把握対象疾患 
定点把握対象疾患 

都福祉保健局 
感染症対策課 

届出 

オンライン報告 

内容確認・報告 

感染症発生動向調査の流れ 

厚生労働省 健康局 
結核感染症課 

病原体定点対象疾患 

研究科 
FAX 
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感染症発生届(結核の例) 

臨床症状 

感染経路 

診断根拠となった検査結果 

患者情報 
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医師 医師 

保健師 

費用 

苦情の申出 

費用 

費用 

職場 

学校 

保健所 

  結核専門病院 

患者宅 

18 

17 

15 53-14 

37 

37-2 53-15 

服薬遵守を！ 

治療 

5 

24-2 

12 

学校結核健診 53-2 

77 訪問 

結核！ 

接触者健診 

疫学調査 
19,20 
入院勧告 

24 結核診査会 

喀痰塗抹(+) 

塗抹(-) 

(+)→(-) 

就業制限 

結核対策と感染症法（条） 

58-3 
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東京都健康安全研究センター 
疫学情報担当（地方感染症情報センター） 

医療機関 

保健所 

国立感染症研究所 
感染症疫学センター 

（中央感染症情報センター） 

全数把握対象疾患 

定点把握対象疾患 

都福祉保健局 
感染症対策課 

届出 

オンライン報告 

内容確認・報告 

感染症発生動向調査の流れ 

厚生労働省 健康局 
結核感染症課 

病原体定点対象疾患 

研究科 
FAX 
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患者定点 
小児科定点（264）     

内科定点   （155） 

眼科定点     （39）   疑似症（単独）定点（24） 
性感染症定点 (55）   疑似症定点 (443) 

基幹定点     （25）          （インフルエンザ定点＋疑似症単独）  
     

インフルエンザ定点（４１９） 

病原体定点：患者定点の約10％ 
小児定点(26), 内科定点(15), 眼科定点(4), 性感染症(4), 基幹定点(21) 

東京都の定点医療機関（基準は規則第６条に制定） 

東京都人口：約1,350万人(2016) 
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 基本指針・予防計画 

【基本指針】 
  感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針 

 

【予防計画】 
  東京都感染症予防計画 （平成２０年３月） 
 

【特定感染症予防指針】 
  インフルエンザ 

  性感染症 

  後天性免疫不全症候群 

  結核 

  麻しん 

  風しん 
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麻しんに関する特定感染症予防指針 
2007年 

目標：2012年度までに麻しんの排除を達成し、その後も維持（<１例/人口100万） 
取組み 

• 原因の究明：全数届出と遺伝子検査診断 

• 麻しん予防接種の接種勧奨(2008-2012)：乳幼児健診、就学時健診、学校（中
1、高3）における勧奨 

• 医療の提供 

• 研究開発の推進 

• 国際的な連携 

• 評価・推進体制の確立：麻しん対策会議設置、発生動向の把握、施策の評価 

大幅な患者減少 11,013(2008) → 442(2011) 

2012年改正 

目標：2015年度までにＷＨＯの麻しん排除認定を受ける 

2015年3月 WHO西太平洋事務局が排除状態を認定 
22 



検疫感染症が国内に侵入するおそれの確認 

ない ほとんどない あり 

隔離・停留・消毒 
 

一号・二号： 
感染症指定医療機関へ
搬送, 入院対応。所定期
間後,隔離・停留解除 

仮検疫済証 検疫済証 

健康監視 
 

検疫感染症のおそれ
あるも停留されないも
のは, 居所・連絡先, 

所定期間の体温他を
検疫所に報告 

（都感染症対策の手引P B-129） 

第一号：感染症法の一類感染症 

第二号：感染症法の新型インフルエンザ等感染症 

第三号：病原体の国内侵入を防ぐため検査が必要 

    （ジカ, チクングニア, デング, MERS, H5N1・H7N9, マラリア） 

 

検疫感染症（検疫法） 
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日本の現行の予防接種 
定期接種 

A類疾病（集団予防） 

生 BCG 

麻疹風疹混合 

水痘 

不活化 四種混合 

日本脳炎 

HPV 

小児の肺炎球菌 

インフルエンザ菌b型 

B類疾病（個人予防） 

不活化 インフルエンザ（65歳以上） 

高齢者の肺炎球菌 

任意接種 

生 流行性耳下腺炎 

ロタウイルス 

黄熱 

不活化 髄膜炎菌 

A型肝炎 

B型肝炎 

狂犬病 

インフルエンザ 
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(http://free-photos.gatag.net/2014/01/06/090000.html） 

ご清聴ありがとうございました 


